
米子市大崎字作兵衛川北葭津境１５６８番５

戸建住宅地

農家住宅の中に一般
住宅も見られる住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 150 200 200 戸建住宅地

-

｢調区｣(70,400)

農家住宅地であり、コロナの影響はほとんど無く、一般住宅の建
設も見受けられ、地価水準も横ばい傾向である。

近接する都市計画道路の開通により、交通の利便性が向上した。

特になし。

自用目的での取引が大半である。周辺類似地域において信頼性のある取引事例が少ないため、広範囲に遡って収集するよう
に努めた。一方標準地は、市街化調整区域内の農家住宅地域であるため、アパート等の収益物件は皆無であることから、収
益還元法の採用を断念した。従って、比準価格をそのまま採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

特に変動要因も見当たらないことから、今後も現況のままで推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 15,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

和田浜駅南西
1.6km

和田浜
1.6km

(8)

南西5m市道

｢調区｣
(70,400)

（その他）　　　　

農家住宅と一般住宅が混在
する地域

基準方位北
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

598

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

15,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 26日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 18日 正常価格

令和 3年 7月 16日令和 3年 7月 1日

9,510,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 15,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧米子市郊外の市街化調整区域内の農家集落が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほとんどである
が、都市計画法３４条１１号の指定区域内に存しているため、わずかながら一般住宅も見受けられる。但し、人口減少によ
り取引件数は少ない。取引が成立するであろうと考えた場合、土地は６００㎡程度で９５０万程度、新築住宅は３，９５０
万程度になるであろうと判断される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

16 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



17,039

12,225

10,328

16,641

20,887

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

｢調区｣
(70,240)

｢調区｣
(70,400)

｢調区｣
(70,240)

｢調区｣
(80,400)

｢調区｣
(70,300)

更地

更地

建付
地

建付
地

更地

南東4m市道
中間画地

北東7m市道､北
西2.4m､南東2m
三方路

南東2.3m市道､
南西2.3m
角地

北西9m市道､北
4.5m､南3m
角地

北西5m市道
中間画地

17,380 15,60015,618

12,520 15,40015,358

10,048 15,00014,968

18,154 16,00016,001

21,162 16,60016,577

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

95.0

100

/

109.1

79.6

69.0

104.0

126.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２１７０
５１

12-

（ ）

２１７０
６１

11-

（ ）

２１７０
６１

5-

（ ）

２１７０
５３

43-

（ ）

２１７０
５３

45-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

108.0［

10099.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.7［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+5.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 +5.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -22.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-8.0 -25.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+8.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+4.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +20.00.0 交通･接近 +5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 15,900

米子（県） 16－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

市街化調整区域内で、アパート等の賃貸需要が殆どなく、賃貸市場が未成熟である。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 16－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



米子市両三柳字荒神前１９７５番

標準的使用と同じ戸建住宅地

農家住宅、一般住宅
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 50 戸建住宅地

-

｢調区｣(70,390)

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、需要者の選別が一層厳
しくなっており、住宅地の二極化が鮮明となっている。

地域要因に大きな変動はないが、新型コロナウイルス感染症の影
響が懸念される。

個別的要因に変動はない。

アパート等の賃貸住宅はほとんどなく、賃貸市場は未成熟であることから収益価格は試算しない。比準価格は類似地域内で
成約した取引事例より試算したものであるが、市街化調整区域内における宅地の需給動向等を反映しており、市場の実態を
踏まえた実証的な価格である。よって、比準価格を重視し、更に前年基準地価格との検討及び周辺部における宅地開発の動
向等を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市街化調整区域内の既成住宅地域であるが、新築住宅も増えつつある。地価は底堅く推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 23,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

米子駅北西
4.6km

米子
4.6km

(8)

北東6.5m市道

｢調区｣
(70,400)

（その他）　　　　
(70,390)

特になし。 基準方位：北６．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

349

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

23,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 26日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 4月 14日 正常価格

令和 3年 7月 19日令和 3年 7月 1日

8,130,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 23,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を両三柳、河崎、夜見町及びその周辺の既成住宅地域と判定したが、特に「加茂」校区内の集落に強い代替性が
認められる。需要者は圏域内に地縁性を有する個人が中心であったが、近年は利便性や総額に着目した圏域外からの需要も
増えつつあり、高値での取引も散見される。取引の中心となる価格帯としては、土地は８００万円前後と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

米子（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

米子（県） －

基準地番号 提出先

17 鳥取県

所属分科会名

鳥取分科会

業者名

印氏名



21,174

19,359

22,875

26,400

21,384

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

不整形

不整形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

｢調区｣
(70,360)

｢調区｣
(70,400)

｢調区｣
(70,240)

｢調区｣
(80,400)

｢調区｣
(70,400)

建付
地

更地

更地

更地

建付
地

北東6m私道
中間画地

北東9.5m市道
中間画地

西4m市道
中間画地

東20m県道､南
西9m
角地

北東7m市道､北
西3m
角地

20,115 22,60022,622

19,359 20,40020,399

18,659 26,90026,880

28,000 23,90023,935

21,750 22,70022,677

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

/

/

100

93.6

94.9

85.1

110.3

94.3

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２１７０
９２

2-

（ ）

２１７０
９２

4-

（ ）

２１７０
７１

49-

（ ）

２１７０
７１

54-

（ ）

２１７０
７１

57-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

81.0［

10099.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.0［

10099.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

10099.3［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-9.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 +5.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.0 -7.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

-19.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 -14.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0 +5.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -11.00.0 交通･接近 +6.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 23,300

米子（県） 17－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

市街化調整区域内に存する自用の戸建住宅地域であり、賃貸市場が未成熟である。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

米子（県） 17－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成住宅地であり、再調達原価の把握が困難なため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



②標準的使用

（㎡）②地積

１中専(60,160)

周辺は宅地化が進んでおり、生活利便性も比較的良好なことから宅地開発が進展していく可能性がある。

１．８ｍ市道

農地

米子市上福原２丁目５６８番２外

④土地の利用の現況

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)

地
域
要
因

住宅地域に隣接する熟
成度の高い宅地見込地
地域

米子駅北東
4.3km

米子
4.3km

北東1.8m市道

　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

間口　約

ｍ

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

近
隣
地
域

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 50 50

25.0ｍ、　奥行　約 38.0ｍ、　規模 950㎡程度、　形状

特記 周辺では宅地化が進行して
いる。

事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

転換後、造成後は戸建住宅の敷地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

16,000 円／㎡

14,300 円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

公
示
価
格
を
規
準

標
準
化
補
正

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
  の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

15,000 円／㎡

②変動率

％

低金利等を背景に一部の人気地域においては需要は旺盛である。

新型コロナウイルス感染症の懸念はあるものの、需要は比較的安
定して推移している。

個別的要因に変動はない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

画地

行政

その他

宅造

交通

環境

行政

その他[ ]

[ ] [ ]

[ ]

〔一般的要因〕

100

100

100

100

　修正

別記様式第７
鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 26日　提出

宅地見込地-1

ない

①

⑦供給
処理施
設状況

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

③形状 １中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

1,815 ⑨法令上の規制等

1:1.5
畑

⑤周辺の土地の利用の
状況

⑥接面道路の状況 ⑧主要な交通施設との

　接近の状況

台形

+1.3

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 4月 14日 正常価格

令和 3年 7月 19日令和 3年 7月 1日

27,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件

円 15,200

当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

比準価格は対象基準地と熟成度が類似した宅地見込地の事例から比準して試算したものである。控除後価格の試算における
開発想定事項は、周辺の分譲事例等を参考に対象基準地の個別性を考慮して決定したものである。試算過程は適切と判断さ
れることから、比準価格と控除後価格は同等の規範性があるものと判断し、更に前年基準地価格との検討及び周辺の宅地開
発の状況等を考慮して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は市内及び隣接する日吉津村内の宅地見込地地域に広域的に及ぶものと判定した。需要者は地元の不動産業者が
中心である。新型コロナウイルスの感染拡大以降、エンドユーザーの住宅用地の選別は厳しくなっており、住環境の良好な
地域に限れば購買意欲は高まっている。ただし、今後の感染拡大状況によっては、需要の減退も懸念されることから、宅地
見込地の需要は流動的と思料される。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

米子（県） 1－3

米子（県） －3

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取分科会

業者名

印氏名



3

⑭推定価格⑩取引価格

２１７０７
１

２１７０５
１

２１７０９
３

２１７０９
３

南東6m市道､北西
5m
二方路

１中専
(70,200)

西4m市道
中間画地

１住居
(60,160)

北西6m市道
中間画地

１住居
(60,200)

南西4m市道
中間画地

１住居
(60,160)

ほぼ長方
形

ほぼ長方
形

ほぼ台形

ほぼ整形

8-

田

9-

畑

14-

田

88-

畑

-

［

［

［

［

［

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

］

］

］

］

］

⑯推定標準価格⑮地域要因
の比較

⑪事情補正

(

(

(

(

(

正常

正常

正常

正常

円／㎡〕

(円／㎡)(円／㎡)

102.0

103.7

128.2

102.9

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規
　制等

⑦接面道路の
　状況

⑧主要交通施
　設の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④現況
　地目

⑤地積 ⑥画地の
　形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

NO

21,277

⑫時点修正 ⑬標準化
　補正 (円／㎡)

⑰個別的要因
  の比較

⑱査定価格

(円／㎡)

16,40016,447［ ］100［

100

130.0 ］

100102.5

100 16,776
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

18,006 15,50015,491［ ］100［

100

115.0 ］

100102.6

100 16,064

23,292 16,10016,065［ ］100［

100

114.0 ］

100100.8

100 20,595

21,175 16,00016,004［ ］100［

100

130.0 ］

100101.1

100 16,468

［ ］［

100

］

100

100

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.11

〔比準価格：

ア事情
の内容

画地

イ月率
変動率

％／月
+30.0 行政 0.0 0.0

0.0 0.0

0.0交通･接近 +2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

その他
その他

宅地造成

行政

環境

+0.11
画地

％／月
+15.0 行政 0.0 0.0

0.0 0.0

+5.0-5.0交通･接近 +4.0
その他

その他

宅地造成

行政

環境

+0.11
画地

％／月
+14.0 行政 0.0 0.0

0.0 0.0

+10.0+11.0交通･接近 +5.0
その他

その他

宅地造成

行政

環境

+0.11
画地

％／月
+30.0 行政 0.0 0.0

0.0 0.0

+5.00.0交通･接近 -2.0
その他

その他

宅地造成

行政

環境

画地
％／月

行政
交通･接近

その他
その他

宅地造成

行政

環境

オ比準価格決定の理由 16,000

1－ 宅地見込地-2３  試算価格算定内訳

)

)

)

)

)

米子（県）



3

米子(県)

２１７０９
１

２１７０７
１

２１７０５
３

］
［ ］

］［［
］

］

］

］

［

［

［

］

］

］

［

［

［

］

］

］

［

［

［

］

］

］

［

［

［

［

［

［

0.0

0.0

画地

行政

その他

環境

街路

交通・接近

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

取
引
事
例
比
較
法

⑧推定標準価
格

(円／㎡)

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

32-

正常

正常

正常

(円／㎡)

42,800

44,100

42,700

42,819

44,148

42,722

40,840

46,244

36,977

85.3

/

100

/

③造成工事費
　（円／㎡）

⑧規準価格又は
比準価格(円／㎡）

交通･接近街路 0.00.0 行政+4.0 0.0-18.0環境 その他

43,200

100

100 100

100

円／㎡

43,100

100100［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要
　因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　　＋⑤＋⑥）

43,200 34,560 1,0328,600 3,400

(2)控除後価格算定内訳

1－ 宅地見込地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)80.0

n: 月　p: ％12.0 1.0

21,528

⑧投下資本収益等控除後の価格

18,245

n: 月　p: ％（円／㎡）18.0 1.0

0.8475

1

1+np :

⑨熟成度修正

14,295

r: ％　m: 年(円／㎡)5.0 5.0

0.7835

1

(1+r)　：

⑩個別的要因の比較

100

⑪控除後価格
　　　（円／㎡）

14,300
［

100

］

91.2

102.9

91.2

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

100 ］

100

105.0

100100.4

100

100 ］

100

102.0

100100.2

100

100 ］

100

95.0

100100.1

100

0.0

0.0

0.0

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

100

100

100

①取引事例
　番号

70-

15-
100［ ］

100

-5.0

+0.02

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

+5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -4.0

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.02

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +5.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.02

交通･接近街路

画地

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 -6.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

③時点修正 ⑥推定標準価格
　　（円／㎡）

43,14236,8006－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 43,200 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

6,000

0㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

ｍ東 ｍ､西 ｍ､南 ｍ､北70 0 30 0

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他60 40 0 0

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

24

200㎡

画地

0.5ｍ

20.0％

0.0％

20.0％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

コンクリートＬ型擁壁０．５ｍ

６ｍアスファルト舗装

公共下水

* 公園緑地の工事の概要

近隣に公園があるため設置しない

* その他

水道工事、電気工事の引き込み延
長は、開発区域内での距離

* 水道工事の概要
　　引込延長 155.0ｍ

155.0ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

0.0

m

米子（県）


